
         

   川西町ボランティア除雪等推進事業補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、町内の自力による除雪が困難な世帯等に対する除雪作業及び生

活圏域内に堆積した雪等の排雪作業を推進することを目的として、川西町補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する規則（昭和４４年規則第１５号。以下｢規則｣と

いう。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補

助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「空家等」とは、川西町空家等の適正管理に関する条例（平

成２５年条例第３号）第２条第１号に規定する空家等をいう。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「事業」という。）は次に掲げるとおりとす

る。 

⑴ ボランティア除雪推進事業 自力による除雪が困難な世帯等に対して、自主的

に対象世帯の雪下ろし作業等を行う事業 

⑵ 地域一斉排雪推進事業 集落内にたまった雪や集落内で定めた雪押し場の雪

を自主的に排雪する事業 

⑶ その他町長が特に認める事業 

 （補助対象者） 

第４条 補助対象者は、ボランティア保険に加入している又は加入する予定の次の各

号のいずれかに該当する団体とする。 

⑴ ボランティア団体 町民が主となり組織し共同活動を行う団体をいう。 

 ⑵ コミュニティ団体 町内の地縁による団体（地区協議会、大字単位の組織、単

数又は複数の自治組織等。最小単位は自治会とする。）をいう。 

 ⑶ その他町長が特に認める団体 

 （補助金の額及び補助金対象経費） 

第５条 補助金の額は事業費の１０分の１０以内とし、予算の範囲内で、事業ごとに

次に掲げる受益者又は実参加世帯数区分による額を上限とし、補助金対象経費は別

表に掲げるとおりとする。ただし、空家等の所有者等は受益者又は実参加世帯数に

は含まない。 

 ⑴ ボランティア除雪推進事業 

ア 受益者３０世帯以上               ７０，０００円 

  イ 受益者２０世帯以上３０世帯未満         ５０，０００円 

  ウ 受益者１０世帯以上２０世帯未満         ３０，０００円 

  エ 受益者５世帯以上１０世帯未満          ２０，０００円 

  オ 受益者１世帯以上５世帯未満           １０，０００円 



⑵ 地域一斉排雪推進事業 

  ア 受益者又は実参加世帯数２０世帯以上       ５０，０００円 

  イ 受益者又は実参加世帯数１０世帯以上２０世帯未満 ３０，０００円 

  ウ 受益者又は実参加世帯数５世帯以上１０世帯未満  ２０，０００円 

  エ 受益者又は実参加世帯数１世帯以上５世帯未満   １０，０００円 

２ 補助金の交付は、１箇所につき１回のみの交付とする。 

 （補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第４

条で定める補助金等交付申請書のほか、次に掲げる書類を添付し、町長が定める期

日までに町長に申請するものとする。 

⑴ 事業計画書（別記様式第１号） 

⑵ 事業参加者名簿（別記様式第２号） 

 ⑶ 収支予算書（別記様式第３号） 

 ⑷ 事業実施主体の規約等 

 （補助金の交付決定及び通知） 

第７条 町長は、前条に基づく申請があったときは、規則第５条第１項の規定にかか

わらず、補助金の交付の可否を決定し、その結果を申請者に対して川西町ボランテ

ィア除雪等推進事業補助金交付決定（却下）通知書（別記様式第４号）により通知

するものとする。 

 （補助金等の交付の条件） 

第８条 規則第６条第２項の規定により町長の承認を受けようとする場合は、川西町

ボランティア除雪等推進事業計画変更申請書（別記様式第５号）を提出しなければ

ならない。 

２ 規則第６条第１項第１号及び第２号に定める軽微な変更は、次に掲げる以外の変 

更とする。 

⑴ 事業主体の変更 

  ⑵ 事業内容の変更 

  ⑶ 事業場所の変更 

  ⑷ 事業費の５分の１を超える変更  

３ 補助事業を行おうとする者（以下「補助事業者」という。)は、補助事業が予定 

期間に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合は、速やかに川西町 

ボランティア除雪等推進事業遂行状況調書（別記様式第６号）を町長に提出し、そ

の指示を受けなければならない。 

 （事業実績報告） 

第９条 第７条により補助金の交付決定の通知を受けた補助事業者は、規則第１３条

で定める補助事業等実績報告書（以下「実績報告書」という。）を事業完了の日か

ら起算して３０日を経過する日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日まで

町長に提出するものとする。なお、添付すべき書類は次のとおりとする。 



⑴ 事業実績書（別記様式第１号） 

⑵ 収支精算書（別記様式第３号） 

⑶ ボランティア除雪前、除雪後の写真 

⑷ 請求書又は領収書等 

⑸ その他参考となる書類 

 （概算払） 

第１０条 町長は、事業の遂行において、特に必要があると認める場合には、概算払

により補助金の交付をすることができる。 

２ 補助事業者は、概算払により補助金の交付を受けようとするときは、川西町ボラ

ンティア除雪等推進事業補助金概算払請求書（別記様式第７号）を町長に提出する

ものとする。 

３ 町長は、概算払をしたときは、前条の規定による実績報告書により額の確定を行

い精算するものとする。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は町長が

別に定める。 

    

附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

補助対象経費 

経費の区分 経費の内容 

旅費（費用弁償） 個人又は団体等の所在地から、ボランティア活動を実

施する場所との往復の移動に要した車両の燃料費、移

動用自動車の賃借料、公共交通機関の利用運賃等。 

ただし、自家用車を使用する場合の燃料費は、３７円

×最も合理的な通常の経路から算出した距離数×台数

から算出した額の範囲内とする。 

需用費（消耗品費、食糧費、

印刷製本費） 

事業に直接必要な消耗品費、水分補給としての飲料

代、長時間作業への最低限の軽食、資料の印刷代。 

役務費 事業に係る保険料、通信運搬費（除雪に必要な道具や

機材の運搬費を含む）等。 

ただし、除雪に必要な道具や機材の運搬費用は、１時

間あたり４２０円とする。 

使用料（各種借上料を含む） 除雪に必要な道具や機材（除雪機含む）の借上料。 

ただし、除雪機借上料は１時間あたり２，５００円を

上限とし、燃料費も含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


